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健全化判断比率及び資金不足比率について 

 

 

 

 

 

 

 

１ 平成27年度決算に基づく健全化判断比率 

（単位 ％） 

区  分 
湯河原町の 

比 率 

早期健全化 

基 準 

財政再生 

基 準 
説   明 

実 質 赤 字 比 率 
－ 

(8.34) 
14.65 20.00 

一般会計等を対象とした実質赤字の

標準財政規模に対する比率 

連結実質赤字比率 
－ 

(23.23) 
19.65 30.00 

全会計を対象とした実質赤字（又は

資金不足額）の標準財政規模に対す

る比率 

実質公債費比率 1.6 25.0 35.0 

一般会計等が負担する元利償還金及

び準元利償還金の標準財政規模に対

する比率 

将 来 負 担 比 率 37.1 350.0  
一般会計等が将来負担すべき実質的

な負債の標準財政規模に対する比率 

備考 
１ 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担比率が算定され
ない場合は「－」 

２ （ ）内は実質黒字の比率 
 

 【参考】対前年度比較               

区  分 
平成27年度 

(A) 

平成26年度 

(B) 

増 減 

(A)-(B) 

実 質 赤 字 比 率 
－ 

(8.34％) 

－ 

(6.80％) 

－ 

(1.54 ﾎﾟｲﾝﾄ) 

連結実質赤字比率 
－ 

(23.23％) 

－ 

(20.97％) 

－ 

(2.26 ﾎﾟｲﾝﾄ) 

実 質 公 債 費 比 率 1.6％ 3.1％ △1.5 ﾎﾟｲﾝﾄ 

将 来 負 担 比 率 37.1％ 62.4％ △25.3 ﾎﾟｲﾝﾄ 

備考 
１ 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率
又は将来負担比率が算定されない場合は「－」 

２ （ ）内は実質黒字の比率 

平成19年６月に成立・公布された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、各自治体

が財政の健全性を判断するための指標（健全化判断比率）と、公営企業ごとに経営状況を明らかにす

る指標（資金不足比率）の公表が義務付けられました。また、平成21年４月から健全化法が全面施行

されたことにより、各指標が基準を超えた場合には、財政の早期健全化や再生等を図るための計画作

成などが必要となります。 
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２ 平成27年度決算に基づく公営企業の資金不足比率 

（単位 ％） 

公営企業に係る特別会計の名称 湯河原町の比率 経営健全化基準 説   明 

下 水 道 事 業 特 別 会 計 
－ 

（2.8） 

20.0 
資金不足額の事業の規

模に対する比率 
水 道 事 業 会 計 

－ 

（56.8） 

温 泉 事 業 会 計 
－ 

（56.4） 

備考 
 １ 資金不足比率が算定されない場合は「－」 
 ２ （ ）内は資金剰余の比率 

 

 【参考】対前年度比較                  

公営企業に係る特別会計の名称 
平成27年度 

(A) 

平成26年度 

(B) 

増 減 

(A)-(B) 

下 水 道 事 業 特 別 会 計 
－ 

(2.8％) 

－ 

(1.0％) 

－ 

(1.8 ﾎﾟｲﾝﾄ) 

水 道 事 業 会 計 
－ 

(56.8％) 

－ 

(53.4％) 

－ 

(3.4 ﾎﾟｲﾝﾄ) 

温 泉 事 業 会 計 
－ 

(56.4％) 

－ 

(23.6％) 

－ 

(32.8 ﾎﾟｲﾝﾄ) 

備考 
 １ 資金不足比率が算定されない場合は「－」 
 ２ （ ）内は資金剰余の比率 

 



－３－ 

※ 一般会計等・・・・・一般会計及び公共用地先行取得事業特別会計 

※ 早期健全化基準・・・自治体の自主的な改善努力による財政健全化を図るため、１つでも基準以上

となった場合、財政健全化計画を議会の議決を経て策定し、総務大臣に報告 

※ 財政再生基準 ・・・ 国の関与による確実な再生を図るため、将来負担比率を除く指標のうち、１

つでも基準以上となった場合、財政再生計画を議会の議決を経て策定し、総務大臣に報告 

  なお、連結実質赤字比率の財政再生基準は、経過措置により平成21・22年度は40.00％、平成23年

度は35.00％、平成24年度以降は本則の30.00％ 

※ 経営健全化基準・・・公営企業の自主的な改善努力による経営健全化を図るため、公営企業会計ご

とに算定した資金不足比率が基準以上となった場合、経営健全化計画を議会の議決を経て策定し、総

務大臣に報告 

※ 健全化判断比率及び資金不足比率の対象について 

 

一部事務組合・広域連合 

うち 

公営企業会計 

・国民健康保険事業 

特別会計 

・介護保険事業特別会計 

・後期高齢者医療 

特別会計 
 
 

・下水道事業特別会計 

・水道事業会計 

・温泉事業会計 

・一般会計 

・公共用地先行取得事業 

特別会計 

一般会計 

特別会計 

一般会計等 

公営事業会計 

実
質
赤
字
比
率 

連
結
実
質
赤
字
比
率 

・湯河原町真鶴町衛生組合 

・神奈川県後期高齢者医療広域連合 

・神奈川県市町村職員退職手当組合 

・神奈川県町村情報システム共同組合 

実
質
公
債
費
比
率 

地方三公社 

・湯河原町土地開発公社 

将
来
負
担
比
率 

資金不足比率 

※公営企業ごと 

に算定 


